
 

日本国環境省とラオス人民民主共和国農業環境省との間の 

環境に関する協力覚書 

 

日本国環境省とラオス人民民主共和国農業環境省（以下、それぞれの省を「当事者」

と、総称して「両当事者」という。）は、 

両当事者間の既存の友好関係の強化を希求し、 

持続可能な発展のための協力を促進することに共通認識を有することを考慮し、 

現行世代と将来世代のための環境改善と保全の重要性に留意し、 

実効性のある環境保護には国際協力、調整と努力が必要となり、これら環境保護活

動は地域、国、地方レベルでの実装を要することを認識し、 

両当事者の国内における法令及び規制に準拠し、 

以下の認識に達した。 

 

第 1 章 

目的 

 

本協力覚書（以下「この覚書」という。）の目的は、パリ協定と持続可能な開発目標（Ｓ

ＤＧｓ）の迅速かつ効果のある実施のための行動の重要性を再確認しつつ、環境分

野における相互協力を強化し、促進し、醸成することにある。 

 

第２章 

協力分野 

 

協力活動は、以下に示す、環境保護と気候変動対応に関連する領域のうち相互に確

認されたものから決定される。 

 

気候変動 

(1) 国が決定する貢献（ＮＤＣ） 

(2) 透明性とＧＨＧ排出量削減の実施 

(3) 二国間クレジット制度（ＪＣＭ）を含むパリ協定6条の実施 

(4) 国家適応計画（ＮＡＰ） 

(5) 損失と損害 

 

 



 

公害防止 

（１）大気汚染管理 

 

生物多様性 

(1)生物多様性国家戦略及び行動計画（ＮＢＳＡＰ）の実施 

 

相互の決定によるその他の環境保護領域 

 

協力は、両当事者により決定されるその他の領域においても実施される。 

 

第３章 

協力の実施と形態 

 

両当事者は以下を含む適切な協力形態により、両当事者が準備する資源の範囲内

において協力を奨励し、促進することとする。 

- 対話型会議の開催 

- 情報や専門知識の交換 

- 研修と能力強化の実施 

- 研究事業、分析及びパイロット事業の奨励その他、セミナー、ワークショッ

プ、会議を含む他の協力様式は双方の合意によって決定する。 

 

この覚書に基づく協力の実施は、別紙の活動計画（以下「ＰｏＡ」という。）で詳細化さ

れる。あらゆるＰｏＡの変更は、いずれかの当事者から提案され、両当事者の窓口に

おいて書面で相互確認される。 

 

第 4 章 

窓口 

 

この覚書に基づく活動の効果的な運営を担保するため、両当事者はこの覚書に関す

る全ての事項についてそれぞれの当事者の代表として機能する窓口を任命する。日

本国環境省は、地球環境局国際脱炭素移行推進・環境インフラ担当参事官室がその

任を担う。ラオス農業環境省は、計画協力局がその任を担う。 

 

第 5 章 

改訂 

 

この覚書の改訂は、時期を問わず、両当事者の書面による合意により可能とする。こ



 

の改訂は、この覚書第 7 章に定める開始に関する事項に従って開始され、この覚書

に統合される。 

 

第 6 章 

相違が生じた場合の解決措置 

 

この覚書の解釈又は適用で何らかの相違が生じた場合には、両当事者は協議により

円満に解決し、処理するものとする。 

 

第 7 章 

開始、期間、中止、その他事項 

 

この覚書に基づく協力は、署名日から開始し、5 年間の期間で継続実施し、両当事者

の書面での合意をもって延長できる。また、継続を中止する場合は、いずれかの当事

者が中止を意図する日から遅くとも 6 か月前までに書面で通知することで中止できる。 

 

協力の中止は、両当事者の決定がない限り、実施中の事業又は活動の期間には、

その完了まで影響を及ぼさない。 

 

この覚書は国内法と国際法に基づくいかなる法的権利や義務に影響を与えるもので

はない。 

 

英語、ラオス語、日本語により、それぞれ正本２通作成され、……………………….…..…..に
署名された。 

 

日本国 

環境省 

 

 

 

_______________________________ 

ラオス人民民主共和国 

農業環境省 

 

 

 

_______________________________ 

浅尾慶一郎 

環境大臣 

リンカム・ドアンサヴァン 

農業環境大臣 

 


